
貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表

（平成２４年　３月３１日現在）

（単位：千円）
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Ⅰ.重要な会計方針Ⅰ.重要な会計方針Ⅰ.重要な会計方針Ⅰ.重要な会計方針

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　商品、貯蔵品・・・・・・・・先入先出法による原価法

２．有価証券及び出資金の評価方法及び評価基準

　　　有価証券、出資金・・・・・・総平均法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

　　（１）有形固定資産・・・・・・定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た建物については定額法を採用しており

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ます。）

　　（２）無形固定資産・・・・・・定額法（なお、自社利用のソフトウェアについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は、社内における利用可能期間（５年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に基づく定額法を採用しております。）

４．引当金の計上基準

　　（１）賞与引当金

　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により

　　　　　計上しております。

　　（２）退職給付引当金

　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見

　　　　　込み額に基づき計上しております。

　　（３）役員退職慰労引当金

　　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労引当金内規に基づく

　　　　　期末要支給額を計上しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　（１）リース取引の処理方法

　　　　　　リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取

　　　　　引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっていま

　　　　　す。　

　　（２）消費税等の会計処理

　　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式（又は税込方式）によっています。

Ⅱ.貸借対照表に関する事項Ⅱ.貸借対照表に関する事項Ⅱ.貸借対照表に関する事項Ⅱ.貸借対照表に関する事項

１．担保に供している資産の額　土地 19,679千円

２．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　 1,196,050千円

３．関係会社に対する短期金銭債権　　　　　　　　　　 15,000千円

４．関係会社に対する長期金銭債務　　　　　 0千円

５．関係会社に対する短期金銭債務　　　　　　　　　　　 175,000千円

Ⅲ．決算期後に生じた重要な事実Ⅲ．決算期後に生じた重要な事実Ⅲ．決算期後に生じた重要な事実Ⅲ．決算期後に生じた重要な事実

　　特記する事項はありません。

個　別　注　記　表個　別　注　記　表個　別　注　記　表個　別　注　記　表


